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背 景 

 

 建設業においては、働き方改革関連法の改正に伴う残業時間の上限規制や週

休 2 日の普及、急速に進展する ICT の活用など、これまでの働き方を大きく変

えていく必要があります。 

 一方で、現場では工事書類の多さが受注者の大きな負担となっており、恒常化

する残業の一因となっています。 

 今後も少子高齢化が続き、建設業の担い手の減少が予想される中、若者の就職

先の志望として建設人材を確保するためにも、受注者の負担軽減や発注者の監

督・検査の合理化を図る必要があります。 

 そのため今回、国土交通省および他自治体の事例を参考にして、「工事書類簡

素化ガイドライン」を策定しました。 

 本ガイドラインを活用し、受発注者双方が、工事書類の簡素化に向け、積極的

に取り組むようお願いします。 

 

※簡素化は、今後とも継続して取り組んでいくこととしており、本ガイドライン

についても、随時、見直しを図っていきます。 

 

※受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものではありません。

また、法令等に規定された書類の作成は適正に行ってください。 
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対象工事 

〇別府市が発注する土木関連工事を対象とします。 

 

簡素化の原則 

 

〇発注者は、不要な書類の提出、提示は求めない！ 

 

〇受注者は、不要な書類の作成、提出はしない！ 

 

 

簡素化のポイント 

 

POINT① 『施工計画時点でしっかり協議』 

当初、施工計画書チェックリスト等により、管理基準等についてしっかり協議し

て、必要以上の管理等を行わずに済むようにしましょう。 

 

POINT② 『工事書類簡素化ガイドラインを活用』 

「工事書類簡素化ガイドライン」の内容を確認して、不要な書類の“提出は求め

ない”“作成はしない”を徹底しましょう。 

 

POINT③ 『協議や報告の書類は、必要最小限かつ簡潔に』 

協議資料等は、既存資料を活用し、定型様式があるものは様式を活用して、手間

を削減しましょう。 

 

POINT④ 『“提示”書類は原本を』 

“提示”書類は、会社や現場事務所にファイルで綴じている資料を、そのまま検

査時に持参するようにしましょう。 

 

その他 

工事書類の取扱い、現場での施工管理、検査等について問題や疑義が生じた場

合は、速やかに契約担当課へ報告し、関係課で協議してください。 
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簡素化の内容 

 

１．施工計画書 

２．工事打合せ簿 

３．工程管理資料 

４．品質管理資料 

５．出来形管理資料 

６．段階確認立会資料 

７．品質証明資料 

８．安全管理資料 

９．写真管理資料 

10．建設副産物 

11．その他 
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１．施工計画書  

①「維持工事等簡易な工事」および「災害復旧等の緊急工事」における施工計画

書の記載内容の省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・赤字の項目のみ記載 

・「維持工事等簡易な工事」とは、請負額 250 万円未満の工事 

・項目の省略については、監督員の承諾が必要 

 

②工期や数量だけの軽微な変更等で、施工計画に大きく影響しない場合には、

変更施工計画書は提出不要 

 

【変更施工計画書提出不要の例】 

・工期末の精算変更のみ 

・施工方法の変更を伴わない数量の増減 

・１ヶ月以内の工期延長のみ 

・監督員と協議の結果、不要とした場合 

 

 

・変更施工計画書は、変更箇所のみの提 

出でよい 
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③100 万円未満の工事では、再生資源利用計画（実施）書および利用促進計画

（実施）書は提出不要 

 
※100 万円以上の工事では、再生資源利用計画書、利用促進計画書は施工計画書

に含めて提出 

 

④現場組織表および安全管理組織表の連絡先には、現場代理人等必要最小限と

し、それ以外の記載は不要 

               現場組織表 
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⑤施工計画書に記載する施工方法の記載工種は、「主要な工種」等を標準とし、

それ以外は不要 

 

●記載対象は、以下の場合を標準とする 

(１)主要な工種 

(２)設計図書で指定された工法 

(３)土木工事共通仕様書に記載されていない特殊工法 

(４)施工条件明示項目で、その対応が必要とされている事項 

(５)特殊な立地条件での施工や、関係機関及び第三者対応が必要とされる施工等 

(６)その他 

  土木工事共通仕様書において、監督員の「指示」「承諾」を得て施工するも

の、又は「協議」「報告」「提出」するもののうち事前に記載できるもの、及び

施工計画書に記載することとなっている事項について記載する 

 

※施工方法には、一通りの流れとその現場に応じた作業方法・手順の記載が必要 

（側溝工事記載例） 

 

 
 

   
 

   
 

   
 

   
 

 
 

※側溝改修工事等の影響幅の舗装復旧については、施工方法の記載不要 

① 丁張の設置 

② 床掘・床付 

③ 基礎砕石 

④ 側溝据付 

⑤ 埋 戻 し 

⑥ 蓋板設置 

①施工に先立ち、現況地盤高さ、法線を確認し設計図書との照合 

を行う。 

②バックホウ 0.2ｍ3 にて床掘を行い、人力にて基面整正を行う。 

③タンパ及び小型締固め機械を使用して十分に締固め、所定の 

形状（幅、厚さ）に平らに仕上げる。 

④敷モルタルを施工し、基準高および官民境界に注意して側溝 

を据付ける。 

⑤十分に締固めながら埋戻転圧していく。 

⑥蓋板は専用の器具を使用し、BH0.2ｍ3 にて設置する。10 枚に 1

枚の割合で集水蓋を設置する。 
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⑥施工計画書の工事内容は、記載不要 

 

・工事概要に設計概要を追加し、具体的な 

工事内容の記載、数量表の添付は不要 

 

 

 

⑦施工計画書の主要船舶・機械と主要資材は、記載不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※指定機械と主要船舶・機械との違い 

・指定機械とは、設計図書で指定されている機械（騒音振動、排ガス規制等） 

・主要機械は、指定されていないその他の機械で、積算内容にかかわらず受注

者の裁量で決定した機械 

設 計 概 要     道路改良 L=○○ｍ 
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２．工事打合簿  

①コリンズ関係書類の写しは提出不要 

 

 

・受注者は監督員にコリンズの登録確認を報告。 

・監督員はコリンズから送られてくるメール（登録のための確認のお願い）の内

容を確認し、印刷、署名して受注者に渡す。 

・登録が完了したかどうか、コリンズから送られてくるメール（登録内容確認書）

で確認 

・500 万円未満の工事は登録の義務なし 

・変更時と工事完成時の間が 10 日間に満たない場合、変更申請を省略できる 

●●●● 

●●●●●●●● 
●●●●  ●● 

●●●● 

●●●●●●●● 
●●●● 



- 9 - 
 

３．工程管理資料  

①履行報告は、履行報告書と状況写真のみ提出 

・原則、工程表の提出不要。工程管理が重要な工事に関しては監督員と

協議の上、実施工程表も提出 

４．品質管理資料  

①コンクリート二次製品は、検査時に試験成績書等の提出不要 

・使用材料承認時に、各製品毎に〇印の書類を添付し、品質管理資料としては製

品の外観検査の写真を提出 
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②路盤およびアスファルト舗装工事においては、下記の条件に該当する工事に

ついて、品質管理項目を省略することが可能。 

 

・路盤（下層路盤、上層路盤） 

維持工事等の小規模なもの（施工面積 100 ㎡以下、施工厚 8 ㎝以下） 

  ※現場密度の測定等が省略可能となる。 

・アスファルト舗装 

  維持工事等の小規模なもの（施工面積 200 ㎡以下） 

  側溝改修工事の影響部舗装 

  ※現場密度の測定、アスファルト量抽出粒度分析試験、温度測定等が省略

可能となる。また側溝改修工事の影響部舗装については、出来形管理

（厚さ確認）コアー採取についても省略可能とする。 

 

※上記については監督員の承諾を得ることが必要 
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５．出来形管理資料  

①出来形管理資料には、ヒストグラムは不要 

 

・土木工事施工管理の手引の出来形管理に記載 

 

②検査用の出来形管理図表は、作成不要 

 

 

 

 

 

・完成検査等の際に、現場で使用する出来形管理図表は、工事完成図書の資料を

持参。検査用に作成を依頼しない 

・降雨時に検査する場合は現場用を準備 
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②作業土工、敷モルタルについては、出来形管理図表は作成不要 

 

・出来形管理写真も不要、基礎の状況が分かればよく、検測の必要なし 

・敷モルタルは写真管理は必要だが、出来形管理図表は不要 

６．段階確認立会資料  

①立会（段階確認含む）の日程調整は、事前の書面提出不要 

 

 

 

 

・電話、メール等の方法でよい 

 

・施工計画書提出時に、連絡方法や時期 

 などについて監督員と確認 

 

・急な立会依頼は避ける 

 

・受発注者のコミュニケーションを大切 

 に 
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７．品質証明資料  

①社内検査資料は、検査で使用した管理書類を提示 

 

 

・社内検査は、施工者として品質を確保す 

るための取り組み 

 

・体裁を整える必要なし（現場事務所や会 

社に保管しているファイルのままでよ 

い） 

 

 

 

 

 

８．安全管理資料  

①災害防止協議会、工事関係者連絡会議、安全教育・訓練、新規入場者教育は、

活動報告書のみ提出 

 

 

 

 

 

 

・毎月、履行報告書に併せて提出 

 

・その他の安全資料は、全て原本提示 
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②ＫＹ、機械点検、足場点検等の記録資料は、原本を提示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法令で定められている点検記録等を提示 

・体裁を整える必要なし（現場事務所や会社に保管しているﾌｧｲﾙのままでよい） 

 

③社内パトロール資料は、実施記録一覧表または社内管理資料の提示のみ 

 

・パトロール資料や状況写真の提示は不要 

参考様式 
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９．写真管理資料  

①黒板の文字（設計値、実測値等）が確認できれば、写真帳の添え書きは不要 

 

 
・黒板の文字で確認できなければ添え書きは必要 

・黒板でなく添え書きによる表示でもよい 

 

②完成後に測定可能な部分の出来形写真については、出来形管理状況のわかる

写真を工種ごとに１回撮影し、後は撮影を省略 

 

 

 

 

 

 

 

・土木工事の施工管理基準及び規格 

値の写真管理基準に記載 
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１０．建設副産物  

①契約書、計量伝票、マニフェストは原本を提示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・集計表を提出してもらい、数量、日付、署名、捺印をチェック 

 

１１．その他  

①施工体制台帳は、検査用に最終台帳の作成、整理は不要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・下請け契約後速やかに、その都度“写し”を監督員に提出 

・監督員は記載内容を確認し、契約検査課に提出 

・検査用に、最終のものをとりまとめて提出する必要なし  
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②建退共の資料は、受払簿のみ提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・手帳の写しは不要 

・出面表、受領書は原本を提示 
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③検査状況写真は、６枚以内が目安 

 

 

 

・書類検査状況は１枚で可 

・表紙も不要 


